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労働時間の把握に関する法令

安衛法第６６条の８の３（平成31年４月１日施行）
事業者は、第六十六条の八第一項又は前条第一項の規定による面接
指導を実施するため、厚生労働省令で定める方法により、労働者
（次条第一項に規定する者を除く。）の労働時間の状況を把握しな
ければならない。

安衛則第５２条の７の３（平成31年４月１日施行）
法第六十六条の八の三の厚生労働省令で定める方法は、タイムカー
ドによる記録、パーソナルコンピュータ等の電子計算機の使用時間
の記録等の客観的な方法その他の適切な方法とする。

始業時刻、終業時刻、労働時間数

基本は客観的な方法による。
場合によっては自己申告等の方法も可。











労働時間把握例

その他、勤怠管理の方法はタイムカードやPCのログインログオフ時間、
顔認証、スマホアプリでの打刻などがある。

押印や
サイン
のみは
不可。



労働時間の単位は︖

 把握した労働時間は本来は１分単位で計算する。
→法令で、15分単位、30分単位という解釈はない。

 タイムカードなどで打刻した時間は直ちに全てが労働時間
になるわけではない。→打刻した時間と始業終業時間との
間に多少の誤差が生じたり、打刻前後に労働者の私的な時
間がある可能性があるため。

 タイムカードなどで打刻した時間と時間外労働等の計算に
反映している始業終業時間との間に相違があっても、その
実態が把握されていて、始業前、終業後に業務を行ってい
ないことが把握されていれば、賃金不払とはならない。

→例えば、出勤簿に所定始業時間よりも早い始業時間が記載さ
れていても、その実態を把握したうえで、所定の始業時間から
労働時間を算定すること自体は間違いではない。









労働基準法第139条と労働基準法第33条との違い
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災害時における復旧及び復興の事業
労基法第139条労基法第33条

社会的要請が強いため人命・公益の保護のため目的

災害時における復旧及び復興の事業
（建設の事業に限る）

災害その他避けることのできない事由
によって、臨時の必要がある場合
（建設の事業に限らない）

対象

36協定を届出

・建設事業としての36協定の中で、特別条項として「災害
時における復旧及び復興の事業に従事する場合」につい
て協定する

事前の許可又は事後の届出

・事業場単位で申請／届出を行う
・許可申請書／届に、時間延長・休日労働を必要とする事
由、期間・延長時間、労働者数を記載する

手続

36協定で定める範囲内で
時間外・休日労働を行わせることができる

36協定で定める限度と別に
時間外・休日労働を行わせることができる効果

災害時における復旧及び復興の事業については、
【適用なし】
・時間外労働＋休日労働の合計

単月100時間未満
複数月平均80時間以内

【適用あり】
・年720時間の上限
・月45時間超は６か月の限度

適用なし上限規制

支払必要支払必要割増賃金



労働基準法第33条第1項の適用
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労基法第33条と労基法第36条は、それぞれ独立した労基法第32条の免罰規定であり、労基法第33条に基づ
き労働基準監督署に許可申請等を行った場合は、36協定で定める限度と別に時間外・休日労働を行わせるこ
とが可能となる。

労働基準法第33条第１項

災害その他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行政官庁の許可
を受けて、その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第40条の労働時間を延長し、又は第35条の休日
に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に
遅滞なく届け出なければならない。

① 使用者は、労働者に、休憩時間を除き一週間について４０時間を超えて、労働させてはならない。
② 使用者は、一週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き一日について８時間を超えて、
労働させてはならない。

労働基準法第32条



労働基準法第33条第1項の許可基準
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災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の一部改正について
(令和元年6月7日付け基発0607第1号)の概要

労基法第33条第１項は、災害、緊急、不可抗力その他客観的に避けることのできない場合の規定である
からその臨時の必要の限度において厳格に運用すべきものであって、その許可又は事後の承認は、概ね次
の基準によって取り扱うこと。

（１）単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めないこと。

（２）地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事
前の対応を含む。）、急病への対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認めること。例え
ば、災害その他避けることのできない事由により被害を受けた電気、ガス、水道等のライフラインや
安全な道路交通の早期復旧のための対応、大規模なリコール対応は含まれること。

（３）事業の運営を不可能ならしめるような突発的な機械・設備の故障の修理、保安やシステム障害の復
旧は認めるが、通常予見される部分的な修理、定期的な保安は認めないこと。例えば、サーバーへの
攻撃によるシステムダウンへの対応は含まれること。

（４）上記（２）及び（３）の基準については、他の事業場からの協力要請に応じる場合においても、人
命又は公益の確保のために協力要請に応じる場合や協力要請に応じないことで事業運営が不可能とな
る場合には、認めること。



労働基準法第33条第1項の許可基準
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災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の解釈に当たっての留意点
について(令和元年6月7日付け基監発0607第1号)の概要

１ 許可基準による許可の対象には、災害その他避けることのできない事由に直接対応する場合に加えて、当該
事由に対応するに当たり、必要不可欠に付随する業務を行う場合が含まれる。
具体的には、例えば、事業場の総務部門において、当該事由に対応する労働者の利用に供するための食事や
寝具の準備をする場合や、当該事由の対応のために必要な事業場の体制の構築に対応する場合等が含まれる。

２ 許可基準(２)の「雪害」については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために除雪作業を行う臨時
の必要がある場合が該当する。
具体的には、例えば、安全で円滑な道路交通の確保ができないことにより通常の社会生活の停滞を招くおそ
れがあり、国や地方公共団体等からの要請やあらかじめ定められた条件を満たした場合に除雪を行うこととし
た契約等に基づき除雪作業を行う場合や、人命への危険がある場合に住宅等の除雪を行う場合のほか、降雪に
より交通等の社会生活への重大な影響が予測される状況において、予防的に対応する場合。

３ 許可基準(２)の「ライフライン」には、電話回線やインターネット回線等の通信手段が含まれる。

４ 許可基準に定めた事項はあくまでも例示であり、限定列挙ではなく、これら以外の事案についても「災害そ
の他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合」となることもあり得る。
例えば、許可基準(４)の「他の事業場からの協力要請に応じる場合」について、国や地方公共団体からの要
請も含まれる。そのため、例えば、災害発生時において、国の依頼を受けて避難所避難者へ物資を緊急輸送す
る業務は対象となる。



労働基準法第33条第1項の許可基準
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労働基準法第33条に関するQ＆A

Q 労働基準法第33条は、労働時間を延長し、または休日に労働させた場合、割増賃金の支払いは必要ですか。
A 労働基準法第33条により時間外・休日労働をさせた場合にも、割増賃金の支払いが必要です。

Q 労働基準法第33条第１項に基づき労働した時間は、１か月100時間未満、複数月80時間以内とする上限に含ま
れますか。

A 含まれません。
ただ、労働基準法第33条第１項に基づく時間外・休日労働はあくまで必要な限度の範囲内に限り認められるも
のですので、過重労働による健康障害を防止するため、実際の時間外労働時間を月45時間以内にしていただく
ことが重要です。また、やむを得ず月に80時間を超える時間外・休日労働を行わせたことにより疲労の蓄積の認
められる労働者に対しては、医師による面接指導などを実施し、適切な事後措置を講じる必要があります。
















